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● 高齢者人口（65 歳以上）の推移と予測
　 1950 年 411 万人 ➡ 2023 年 3,623 万人 ➡ 2045 年 3,945 万人
● 総人口に占める高齢者人口の割合の推移と予測
	 1950 年 4.9％ ➡ 2023 年 29.1% ➡ 2045 年 36.3％
● 65 歳以上の者のいる世帯数の推移	 1986 年 977 万世帯 ➡ 2022 年 2,747 万世帯
● 高齢者（のみ）世帯数の推移
	 1986 年 約 200 万世帯 ➡ 2022 年 約 1,700 万世帯
● 高齢者（のみ）世帯の世帯構造
	 夫婦のみの世帯 44.7％　　女性の単独世帯 33.0％　　男性の単独世帯 18.5％
● 居宅要支援・要介護認定者で、自宅以外の施設や高齢者向け住まいへの入所
	 （入居）を希望しない（自宅で生活したい）と意向する者の割合……53.8％
● 全国の介護保険施設数（2022 年）と定員、利用率
	 介護老人福祉施設 8,494 施設　約 59 万人（定員） 利用率 94.7％
	 介護老人保健施設 4,273 施設　約 37 万人（定員） 利用率 87.5％
	 介護医療院 730 施設　約 4 万人（定員） 利用率 91.8％
	 介護療養型医療施設 300 施設　約 9 千人（定員） 利用率 78.2％
● 2021 年度の国民医療費の総額……45 兆 359 億円
● 人口１人当たりの国民医療費……358,800 円
● 2022 年度の介護給付費……12.3 兆円
● 年齢階級別国民医療費の金額と割合
	 65 歳以上 27.3 兆円 60.6％　　65 歳未満 17.7 兆円 39.4％
● 介護保険制度（保険料 50％、公費 50％）の主な内訳
	 国庫負担金 25％ （2.9 兆円）　都道府県負担金 12.5％ （1.7 兆円）　市町村負担金 12.5% （1.5 兆円）
	 第 1 号保険料 ［65 歳以上］ 23％ （2.8 兆円）　第 2 号保険料 ［40 〜 64 歳］ 27％ （3.3 兆円）
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1 高齢者・要支援・要介護認定の現状
総務省統計局「人口推計（令和5年10月1日現在）（平成29年10月1日現在）」「統計からみた我が国の高齢者」（2023年）（2022年）、
厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（令和5年9月分）（平成29年9月分）」

1-1-1 男女・年齢5歳階級別、高齢者人口（2017年及び2023年10月1日）と要介護等認定者数（2017年
及び2023年9月末）　図表
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（注）1　要介護等認定者は、第 1号被保険者。人口は、総人口。
2　数値は百の位を切り捨て計上。

出典：総務省統計局「人口推計（令和 5年 10月 1日現在）（平成 29年 10月 1日現在）」、厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（令和 5年 9月分）（平成 29年 9月分）」を基に三冬社作成

1-1-2 男女別、要介護等認定者数（2023年9月末）図表

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（令和 5年 9月分）」

（単位：人）

男
性

区分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 総数

第1号被保険者 316,170 279,519 476,087 398,808 296,846 253,926 155,447 2,176,803

65歳以上70歳未満 15,110 15,906 20,793 20,821 14,917 13,268 10,569 111,384

70歳以上75歳未満 33,135 33,763 47,935 46,056 33,496 29,775 21,501 245,661

75歳以上80歳未満 50,398 47,264 73,681 64,980 46,845 40,769 27,606 351,543

80歳以上85歳未満 79,843 65,372 113,068 89,120 64,027 54,363 33,320 499,113

85歳以上90歳未満 84,470 68,384 125,912 96,416 71,152 59,496 34,028 539,858

90歳以上 53,214 48,830 94,698 81,415 66,409 56,255 28,423 429,244

第2号被保険者 6,773 10,692 12,262 15,312 10,662 9,276 8,557 73,534

合計 322,943 290,211 488,349 414,120 307,508 263,202 164,004 2,250,337

女
性

区分 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 総数

第1号被保険者 674,502 681,234 963,266 755,262 614,661 628,551 426,594 4,744,070

65歳以上70歳未満 14,638 16,443 16,369 15,020 10,202 9,974 9,117 91,763

70歳以上75歳未満 46,251 46,344 47,417 38,891 26,778 26,149 21,516 253,346

75歳以上80歳未満 102,066 91,515 104,091 72,658 51,146 48,908 38,493 508,877

80歳以上85歳未満 197,619 169,894 215,461 141,659 101,452 95,259 68,819 990,163

85歳以上90歳未満 200,587 203,379 294,708 214,046 163,387 157,115 105,366 1,338,588

90歳以上 113,341 153,659 285,220 272,988 261,696 291,146 183,283 1,561,333

第2号被保険者 5,541 9,274 9,209 11,602 7,718 7,268 7,735 58,347

合計 680,043 690,508 972,475 766,864 622,379 635,819 434,329 4,802,417

高齢者・要支援・要介護認定の現状
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1-1-11 都道府県別、要介護等認定者数（2023年9月末）図表

（単位：人）

都 道 府 県
総　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合　　計

全 国 計  1,002,986  980,719  1,460,824  1,180,984  929,887  899,021  598,333  7,052,754 

北 海 道  65,239  51,526  81,812  55,433  37,325  36,694  25,605  353,634 

青 森 県  6,894  7,595  16,156  15,605  10,999  11,448  8,391  77,088 

岩 手 県  9,908  9,854  16,176  15,018  11,133  11,160  7,643  80,892 

宮 城 県  22,131  16,408  25,792  20,075  15,388  16,514  10,149  126,457 

秋 田 県  8,205  8,405  15,895  13,198  10,764  10,121  6,841  73,429 

山 形 県  6,051  7,277  13,284  12,489  9,691  9,154  6,244  64,190 

福 島 県  14,142  14,736  23,134  20,495  16,576  16,575  10,581  116,239 

茨 城 県  15,683  17,073  32,179  25,253  20,625  18,878  11,723  141,414 

栃 木 県  12,249  14,267  18,860  15,862  12,522  13,561  7,875  95,196 

群 馬 県  12,706  12,362  22,072  17,194  14,722  15,506  10,394  104,956 

埼 玉 県  43,113  42,098  80,111  59,399  48,679  43,928  28,507  345,835 

千 葉 県  42,086  39,894  68,557  52,223  43,879  41,040  25,970  313,649 

東 京 都  100,651  85,382  136,822  109,065  85,212  85,531  60,139  662,802 

神 奈 川 県  59,895  67,481  88,063  86,061  61,614  57,624  37,765  458,503 

新 潟 県  15,184  20,075  26,221  23,248  20,513  18,986  13,170  137,397 

富 山 県  7,672  7,436  14,806  12,015  9,696  8,686  5,978  66,289 

石 川 県  7,129  8,239  13,831  10,651  8,472  7,650  5,432  61,404 

福 井 県  4,205  5,399  8,222  7,686  6,436  6,092  3,983  42,023 

山 梨 県  2,321  4,222  7,851  9,388  8,083  6,414  3,841  42,120 

長 野 県  13,044  15,667  25,461  18,704  15,071  16,263  10,670  114,880 

岐 阜 県  12,427  16,588  21,014  19,791  15,720  14,268  9,352  109,160 

静 岡 県  22,452  25,542  46,434  32,943  26,616  23,668  14,099  191,754 

愛 知 県  49,388  60,110  62,688  57,233  45,165  42,184  26,587  343,355 

三 重 県  14,646  13,219  23,305  16,174  13,591  13,773  8,683  103,391 

滋 賀 県  9,063  9,333  15,236  12,589  10,096  8,307  5,502  70,126 

京 都 府  22,208  28,214  30,803  32,805  23,678  18,997  12,948  169,653 

大 阪 府  102,631  75,737  100,034  91,972  70,067  71,495  52,307  564,243 

兵 庫 県  66,404  58,117  64,059  47,426  39,095  38,525  25,763  339,389 

奈 良 県  11,755  14,841  15,059  15,263  11,421  10,095  6,350  84,784 

和 歌 山 県  12,222  9,780  13,106  10,008  8,662  8,694  6,062  68,534 

鳥 取 県  4,247  6,114  5,855  6,288  4,771  4,617  3,438  35,330 

島 根 県  6,329  6,891  10,539  8,121  5,965  5,834  4,274  47,953 

岡 山 県  17,492  17,766  25,693  20,138  15,613  14,864  10,724  122,290 

広 島 県  28,279  23,471  33,773  25,612  20,493  18,482  14,115  164,225 

山 口 県  12,711  11,147  22,465  14,270  10,434  10,998  7,142  89,167 

徳 島 県  5,355  7,597  9,905  8,899  6,874  6,583  4,254  49,467 

香 川 県  7,475  9,928  12,618  10,681  8,632  7,126  4,600  61,060 

愛 媛 県  16,461  12,738  20,067  13,859  11,144  11,493  8,488  94,250 

高 知 県  5,819  5,604  10,805  7,374  6,237  6,876  4,947  47,662 

福 岡 県  41,759  40,786  61,851  44,598  36,227  35,040  20,838  281,099 

佐 賀 県  6,919  6,904  11,840  6,601  5,882  4,755  3,098  45,999 

長 崎 県  10,901  12,655  21,449  14,093  11,972  11,157  6,420  88,647 

熊 本 県  12,802  14,978  24,205  19,186  14,425  14,803  8,849  109,248 

大 分 県  9,740  8,721  16,664  10,689  8,330  10,043  6,813  71,000 

宮 崎 県  5,145  6,906  13,903  9,855  8,259  8,053  5,877  57,998 

鹿 児 島 県  13,922  12,669  22,056  15,348  12,827  14,735  10,030  101,587 

沖 縄 県  5,926  8,967  10,093  10,106  10,291  11,731  5,872  62,986 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（令和 5年 9月分）」

介護が必要となった原因・高齢患者の状況
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3 介護が必要となった原因・高齢患者の状況
厚生労働省「2022（令和4）年　国民生活基礎調査の概況」「令和2年患者調査」

1-3-1 男女別、介護を要する者の介護が必要となった原因（上位5位）（2022年）（複数回答）図表

出典：厚生労働省「2022（令和 4）年　国民生活基礎調査の概況」

1-3-2 現在の要介護度別、介護が必要となった主な原因の構成割合（2022年6月）図表

（注）「総数」には、要介護度不詳を含む。
出典：厚生労働省「2022（令和 4）年　国民生活基礎調査の概況」

〔上記「その他の原因」の詳細〕 （単位：％）
総 数 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

悪性新生物（がん） 2.7 1.9 2.3 3.0 3.2 2.4 3.3 3.9

呼吸器疾患 2.0 2.8 2.1 0.9 3.0 1.6 1.8 1.0

パーキンソン病 3.5 3.1 1.7 2.5 3.9 4.9 4.4 10.5

糖尿病 2.9 3.0 2.3 2.3 3.1 5.4 0.8 1.9

視覚・聴覚障害 1.1 2.1 0.5 1.4 1.0 0.1 0.6 0.8

脊髄損傷 2.2 2.1 2.9 1.3 3.4 1.4 2.6 1.0

その他 7.1 7.1 9.7 5.1 6.1 6.7 8.6 9.2
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1-5-5 入居前の被介護者の自宅での介護期間（単一回答）図表
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ヵ
月
〜

6
ヵ
月
未
満

3
ヵ
月
未
満

3年未満の
合計59.6％

全体
n=2,000

5 介護施設入居のタイミング
（株）LIFULL senior 老人ホーム検索サイト「LIFULL 介護」より「老人ホームの入居タイミングに関する調査」（インターネット調査）
2023年7月調査、全国の20歳〜79歳男女2,000名対象
・家族、親族の中で1年以内に介護施設入居者（＊）がいる者　・家族、親族の介護施設の情報収集や選定に関与した者
＊「介護施設」：介護付き有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、健康型有料老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高
齢者向け住宅、特別養護老人ホーム、グループホーム、ケアハウス、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（介護医療院）

1-5-1 入居時の要介護度図表 1-5-2 入居を考えるきっかけとなった
状況（複数回答）図表

わからない
2.9％

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

自立（介護認定なし）
4.6％

要介護2以下の
合計：54.6％10.7％

11.4％

15.8％

12.7％

9.9％

16.7％

15.4％

全体
n=2,000

0 10 20 30 40 50
（％）

46.0

33.3

29.6

12.7

2.0

2.4わからない

その他

特に疾患はなかったが
将来を考えて

入院していた

認知症以外の
疾患があった

認知症があった

全体 n=2,000

1-5-3

（入居を考えるきっかけとして認知症の症状を
あげた者対象）
入居のきっかけとなった認知症
の症状（上位7項目）（複数回答：3つまで）図表 1-5-4

（認知症以外の症状が入居のきっかけとなった
者対象）
入居のきっかけとなった症状
（上位7項目）（複数回答：3つまで）　図表

0 10 20 30 40
（％）

32.3

不安を訴える

被害妄想に囚われる

外出して戻れなくなる、
家を間違える

食事のトラブルを起こす

怒りっぽくなる、
暴力をふるう

お金の管理ができない

排せつの失敗をする

n=920

29.0

18.2

17.2

16.7

16.4

16.1 n=666

15.9

0 10 20 30
（％）

13.2

11.7

11.4

10.4呼吸器疾患
（肺炎、誤嚥性肺炎など）

がん

パーキンソン病、
ALS等、神経性の疾患

心疾患（心不全、
心筋梗塞、心臓弁膜症など）

糖尿病

脳血管疾患
（脳卒中、脳出血、脳梗塞など）

骨折
（大腿部頸部骨折など） 17.0

17.0
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16 認知症対応型共同生活介護
厚生労働省「認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）　社会保障審議会介護給付費分科会（第218回）資料4」（2023
年6月28日）

3-16-2 多機能型サービス、居住系サービスの要介護度割
合（2021年5月審査分〜2022年4月審査分）　図表 3-16-3

認知症対応型共同生
活介護の要介護度別
受給者割合（2022年）図表

0 20 40 60 80 100
（％）

7.8

22.2

12.2

10.8

12.4

14.7

22.1

20.3

16.5

21.9

20.9

19.6

19.0

25.5

22.0

26.8

20.5

22.1

25.6

24.6

29.7

15.6

26.3

21.6

19.0

要介護 5要介護 4要介護 3要介護 2要介護 1

地域密着型特定施設入居者生活介護
n=98.2　平均要介護度：2.8

認知症対応型共同生活介護
n=2,550.7　平均要介護度：2.7

特定施設入居者生活介護
n=2,711.9　平均要介護度：2.7

看護小規模多機能型居宅介護
n=204.5　平均要介護度：3.2

小規模多機能型居宅介護
n=1,242.8　平均要介護度：2.4

（nの単位：千人）

52.8

要介護5

要介護4

要介護3 要介護2

要介護1

21.6％

25.2％
25.4％

16.8％

11.0％

（注）平均要介護度の算出にあたり、要支援 1・2は 0.375として計算している。
資料： 厚生労働省「令和 3年度介護給付費等実態統計報告（令和 3年 5月審査分～令和 4年 4月審査分）」

（注）経過的要介護は含まない。
資料： 厚生労働省「介護給付費等実態統計（旧：調査）」

（2022年 4月審査分）

3-16-1 認知症対応型共同生活介護の要介護度別受給者数の推移（2007年〜2022年）図表

0

50

100

150

200

250
（千人）

6.2 7.7 9.2 12.8 16.3 18.1 19.8 21.1 22.0 22.8 23.3 23.7 24.1 24.4 22.7 23.5

19.1 21.9 24.1 25.1 26.7 29.1 30.9 31.7 32.9 33.7 34.2 35.1 35.1 35.7 34.9 35.8

35.9 40.1 42.3 42.1 43.4 46.2 47.6 49.0 50.2 51.2 52.3 52.9 53.6 54.3 54.3 54.1

35.7 36.4 36.7 38.1 39.8 42.1 43.9 45.5 47.0 47.9 49.3 50.9 52.0 53.1 54.7 53.6

27.3 26.4 26.5 26.9 28.6 30.1 31.3 32.4 34.6 35.0 36.2 38.8 40.6 40.8 45.3 46.0

2022
（年）

202120202019201820172016201520142013201220112010200920082007

124.2124.2 132.5132.5 138.8138.8 145.0145.0 154.8154.8
165.6165.6 173.5173.5 179.7179.7 186.7186.7 190.6190.6 195.3195.3 201.4201.4 205.4205.4 208.3208.3 211.9211.9 213.0213.0要介護5要介護4要介護3要介護2要介護1

（注）総数には、月の途中で要介護から要支援（又は要支援から要介護）に変更となった者を含み、短期利用は除く。又、経過的要介護は含まない。
資料：厚生労働省「介護給付費等実態統計（旧：調査）」（各年 4月審査分）

13.8

14.0

14.2

14.4

14.6

14.8

15.0

15.2

15.4
（人） （百万円）

14.214.2

14.3
14.4

14.5
14.6

14.614.6

14.7
14.8

14.9
15.0

15.1
15.2

’22
（年）

’21’20’19’18’17’16’15’14’13’12’11’10’09’082007 3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

3.8 3.8

3.8

3.9

3.9 3.9

4.1 4.1 4.1

4.0
4.1

4.2

4.3

4.4 4.4 4.4

1事業所当たりの費用額（右軸）
1事業所当たりの受給者数（左軸）

14.7

15.1

（注）請求事業所数には、月遅れ請求分及び区分不詳を含む。又、介護予防、短期利用は含まない。
資料：厚生労働省「介護給付費等実態統計（旧：調査）」（各年 4月審査分）

260

265
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275

280

285

290

295
（千円）

265.9265.9

267.6267.6

268.4268.4

270.6270.6

270.7270.7
271.3271.3

277.7277.7

278.0278.0

278.6278.6

275.3275.3
275.6275.6

281.7281.7
283.6283.6

290.1290.1

290.4290.4

292.2292.2

’22
（年）

’21’20’19’18’17’16’15’14’13’12’11’10’09’082007

3-16-4
認知症対応型共同生活介護の1
事業所1月当たりの受給者数・
費用額の推移（2007年〜2022年）　図表 3-16-5

認知症対応型共同生活介護の利
用者1人1月当たりの費用額の
推移（2007年〜2022年）　図表

資料：厚生労働省「介護給付費等実態統計（旧：調査）」（各年 4月審査分）

介護離職に関する企業アンケート
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将
来
の
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護
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1

2

3

4

5

巻末

（注）（　）内は構成比

6-9-6 「仕事」と「介護」の両立支援に向けた自社での取り組みや整備した制度（複数回答）図表

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500
（社）

1,988（46.77%）1,988（46.77%）

803（18.89%）803（18.89%）

819（19.27%）819（19.27%）

686（16.14%）686（16.14%）

190（4.47%）190（4.47%）

48（1.12%）48（1.12%）

769（18.09%）769（18.09%）

54（1.27%）54（1.27%）

120（2.82%）120（2.82%）

73（1.71%）73（1.71%）

1,184（27.85%）1,184（27.85%）

473（72.99%）473（72.99%）

94（14.50%）94（14.50%）

271（41.82%）271（41.82%）

162（25.00%）162（25.00%）

71（10.95%）71（10.95%）

10（1.54%）10（1.54%）

266（41.04%）266（41.04%）

35（5.40%）35（5.40%）

56（8.64%）56（8.64%）

2（0.30%）2（0.30%）

53（8.17%）53（8.17%）

2,461（50.24%）2,461（50.24%）

897（18.31%）897（18.31%）

1,090（22.25%）1,090（22.25%）

848（17.31%）848（17.31%）

261（5.32%）261（5.32%）

58（1.18%）58（1.18%）

1,035（21.13%）1,035（21.13%）

89（1.18%）89（1.18%）

176（3.59%）176（3.59%）

75（1.53%）75（1.53%）

1,237（25.25%）1,237（25.25%）
取り組みや整備
した制度はない

その他

勤務地希望制度、
勤務地限定制度

介護に関する管理職
向けの教育研修

在宅勤務制度や
テレワーク

介護に関する資金支援
（該当社員への貸付など）

法定を超える介護休業、
介護休暇制度

（日数や適用範囲、
時間単位取得など）

介護に関する悩みなど
を相談できる体制

介護休業や介護休暇
の周知、奨励

従業員の介護実態の把握

就業規則や介護休業・
休暇利用をマニュアル

などで明文化

全企業 n=4,898
大企業 n=648
中小企業 n=4,250

（注）（　）内は構成比

6-9-5 過去1年間の介護離職者は「正社員」と「非正規社員（パート・アルバイト、派遣社員など）」
のどちらが多いか図表

中小企業 大企業 全企業

正社員が多い  224社 （64.18％）  53社 （70.66％）  277社 （65.33％）

非正規社員が多い  99社 （28.36％）  13社 （17.33％）  112社 （26.41％）

同じくらい  26社 （7.44％）  9社 （12.00％）  35社 （8.25％）

合計  349社 （100％）  75社 （100％）  424社 （100％）
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1-1-6 要介護1認定者の分布（2023年9月末）図表

50,001～
（人）

30,001～ 50,000
10,001～ 30,000
～ 10,000

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（令和 5年 9月分）」を基に三冬社作成

1-1-5 要支援2認定者の分布（2023年9月末）図表

50,001～
（人）

30,001～ 50,000
10,001～ 30,000
～ 10,000

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）（令和 5年 9月分）」を基に三冬社作成

A4 判　2023 年 12 月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-104-3

経済の長期低迷が続く日本！
少子化、高齢化、そして人口減少のすすむ日本で将来
の暮らしの安心を考えるために、幅広く資料を集めた
統計データ集。

少子高齢社会
総合統計年報 2024

A4 判　2023 年 9月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-102-9

10 年後、20 年後の介護と看護サービスの姿は？
未来の介護と看護を考えるための幅広い統計集。

介護・看護サービス
統計データ集 2024

A4 判　2024 年 2月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-107-4

健康寿命をいかに延ばすか？
食品の安全と健康食品を含む食品の機能に注目した
食と健康に関する総合統計集。

食の安全と健康意識
データ集 2024

A4 判　2024 年 1月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-105-0

食料自給率が低く、有事に弱い日本の食料供給体制！
ニッポンの食を知り、安定した食生活を作るための資
料集。

食生活データ
総合統計年報 2024

第 1 章 高齢者・要介護者
高齢者・要支援・要介護認定の現状/75歳以上の要介護者の身体の状況/日常生活において、けがを
した、又はしそうになった経験：居間/介護施設入居のタイミング/入所（入居）を希望する施設や高齢
者向け住まいの形態/ずっと自宅で暮らし続けるためにあればいいと思う支援/「介護してくれる家族
がいないこと」に不安をもつ高齢者の特徴/高齢者の介護への不安・家族・友人との関わり/健康寿命・
平均寿命・死因/高齢者世帯の所得/高齢世帯の貯蓄・負債/高齢者のいる世帯の住まい方　など

第 2 章 介護者
要介護者のいる世帯の主な介護者の状況/単独世帯・核家族世帯における主な介護者のみによる主な
介護内容/ダブルケア（子育てと介護の同時進行）の実態/ワーキングケアラーの実態調査/ヤングケア
ラーの実態－埼玉県/介護離職者の実態/養護者による高齢者虐待　など

第 3 章 介護サービス・医療
介護サービス施設・事業所の状況/介護保険施設の1施設当たり定員、在所（院）者数、利用率/都道府
県別、病院の療養病床数/介護保険施設の利用状況/訪問看護ステーションの利用状況/サービス付き
高齢者向け住宅の状況/介護医療院/認知症対応型共同生活介護/介護老人保健施設における感染症に
関する状況/介護事業経営実態/養介護施設従事者等における高齢者虐待　など

第 4 章 保険・年金
介護保険事業状況/要介護（要支援）認定者数の推移（2000年度～ 2021年度）/サービス別、サービス
受給者数（1ヵ月平均）の推移（2000年度～ 2021年度）/サービス別、1人当たり給付費（1ヵ月平均）

（2021年度）/利用者負担減額・免除認定（2021年度）/介護給付の状況/後期高齢者医療制度/国民医
療費/厚生年金保険・国民年金事業　など

第 5 章 介護・看護の労働
介護労働者の就業状況/介護職員数の推移（2000年度～ 2022年度）/介護関係の職種別、従業員の
過不足状況/介護サービス従業者の定着率/職種別、介護職従業員の就業形態（2022年度）/介護労働
者の就業実態・就業意識/現在の仕事の満足度/労働条件等の悩み、不安、不満等/外国籍労働者と一
緒に働くことについて/職種別、有給休暇の平均取得（消化）率/看護職員の労働実態/時間外労働時間〈日
勤（含む交替勤務者）〉/病棟の人員体制と前月夜勤日数（回数）　など

第 6 章 将来の介護
将来推計人口/地域別にみた高齢化/在留外国人の高齢者人口/認知症高齢者推計/外国人介護人材の現
状/介護事業者の取組・組織・運営面の効果　など

巻 末 介護の用語集


